
九州の最近の経済動向
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［鉱工業動向］……………生産は急速に低下

２００８年１２月の九州の鉱工業生産指数（季節調整済）は、前月比１０．５％低下して８８．６となり、生産は急

速に低下しています。

［業種別動向］……………電子部品・デバイスや輸送機械が低下し鉱工業全体を押し下げる

鉱工業生産指数の２００８年１２月の動き（前月比）を業種別でみると、半導体を含む電子部品・デバイス、

自動車などの輸送機械が低下し、前月比で鉱工業全体は１０．５％低下しました。

九 州経済動向
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福岡県の最近の経済動向
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福岡県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）

（出所）福岡県
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（出所）九州経済産業局

［福岡県の景気］……………悪化している

新設住宅建設は、貸家の落ち込みなどで前年を６カ月ぶりに前年割れとなり、公共投資も前年実績

を下回りました。企業部門は生産活動が前月比マイナスとなり、悪化傾向を強めています。また、家

計部門は雇用環境の悪化の影響により大型小売店販売額が前年を下回るなど、福岡県の景気は悪化し

ています。

［生産活動］……………輸送機械が大きく低下し前月比４．７％減

１１月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、生産指数は９２．４と、前月比４．７％低下しま

した。化学は増加しましたが、自動車関連を中心

とする輸送機械が大きく低下したほか、鉄鋼、一

般機械も低下しました。

［大型小売店］……………節約志向が高まり前年比４．６％減

１２月の県内大型小売店販売高は、消費者の節約

志向の高まりなどから、前年比４．６％減の７６４億円

となりました。

業態別にみると、百貨店では飲食料品の低下に

加え、衣料品のほか高価格品の消費の落ち込みが

大きく同８．９％減となりました。また、大型スー

パーも消費者の節約志向の高まりなどにより、重

衣料などが不振で販売高は同０．４％減と前年を僅

かに下回りました。

福岡県経済動向
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福岡県

［住宅建設］…………………貸家の減少が響き６カ月ぶりの前年割れ

１２月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比４．４％

増の８３７戸、分譲で同３．０％増の７５３戸となったも

のの、貸家で同９．７％減の１，８０７戸となり、全体で

は同７．６％減の３，１５３戸と、シェアの大きい貸家の

減少が、全体を押し上げ、６カ月ぶりに前年を下

回りました。

［公共工事］…………………請負金額は２カ月連続で前年を下回る

１２月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比３．３％減の１，０３９件、金額が同２５．５％

減の２３４億円と、件数、請負金額ともに前年を下

回りました。

発注者別の請負金額をみると、「市町村」で同

３．４％増となったものの、「国」で同７９．８％減、「独

立行政法人等」で同２８．１％減、「県」で同１６．５％

減となり、全体では２カ月連続で前年を下回りま

した。

［企業倒産］…………………大型倒産の発生で、負債総額は倍増

１月の福岡県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比２７．０％増の４７件、負債総額

は同１０５．４％増の２１８億１，３００万円と、件数、負債

総額ともに前年を上回りました。

負債総額５０億円超の大型倒産が２件発生し、負

債総額全体を押し上げています。

経済動向

福岡県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

福岡県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

福岡県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ

28 FFG調査月報 2009年3月



熊本県の最近の経済動向
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熊本県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）

（出所）熊本県
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（出所）九州経済産業局

［熊本県の景気］……………悪化傾向続く

生産面では、内外需要の減少を背景に、生産水準が低下しています。また、公共投資や住宅投資で

は低水準での弱い動きが続いている他、個人消費も、所得環境の悪化により厳しい状態が持続してお

り、熊本県の景気は、悪化傾向が続いています。

［生産活動］……………輸送機械などが上昇し前月比２．３％増

１１月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、生産指数は前月比２．３％増加し９９．０となり

ました。主要産業では、一般機械は微減となりま

したが、輸送機械や食料品・たばこなどの業種で

上昇しました。

［大型小売店］……………節約志向高まり前年比４．２％減

１２月の県内大型小売店販売高は、節約志向が高

まるなか前年同月よりで土日が１日少ないことに

加え、高額品が不振で前年比４．２％減の２０７億円と

なりました。

熊本県経済動向

29FFG調査月報 2009年3月



2007
12111012 1 2 3 4

2008
5 6 7 8 9

（戸）� （％）�

0

200

400

600

800

1,200

1,000

1,400

前年比�

持家� 貸家� 給与� 分譲�
50

△50

0

2007
12111012 1 2 3 4

2008
5 6 7 8 9

（億円）� （％）�
60

△60

0

50

0

100

200

250

300

150

前年比�

国� 独立行政法人等� 県� 市町村� その他�

11211101 2 3 4 5 6
2008 2009

7 8 9

（億円）� （件数）�
25

15

10

5

20

0

40

20

60

80

100

120

140

倒産件数�

負債総額�

熊本県経済動向

［住宅建設］…………………全部門ともに前年を下回る

１２月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比４．３％

減の３３２戸、貸家で同２４．２％減の３８８戸、分譲で同

５２．３％減の７３戸となり、全体では同２３．１％減の７９５

戸と、３カ月ぶりに前年を下回りました。

［公共工事］…………………件数、請負金額ともに前年を下回る

１２月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比２２．６％減の７３５件、金額が同１４．１％

減の１４９億円と、件数、請負金額ともに前年を下

回りました。

発注者別の請負金額をみると、「国」で同２６．４％

増、「独立行政法人等」で同８３．６％増となったも

のの、シェアの大きい「県」で同２５．９％減、「市

町村」で同１６．５％減となり全体を押し下げたため、

全発注者合計では２カ月連続で前年を下回りまし

た。

［企業倒産］…………………件数、負債総額ともに前年比増加

１月の熊本県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比５０．０％増の１５件、負債総額

は同９４．７％増の５２億１，０００万円と、倒産件数、負

債総額ともに前年を上回りました。

熊本県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

熊本県の公共工事請負

（出所）西日本建設業保証

熊本県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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長崎県の最近の経済動向

総合指数 � 一般機械工業 �電子部品・デバイス工業（右軸）�
輸送機械工業� 食料品・たばこ工業�

2007
1110911 12 1 2 3 4 5

2008
6 7 8

160

140

120

100

80

500

400

450

350

300

長崎県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）

（出所）長崎県
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（出所）九州経済産業局

［長崎県の景気］……………悪化している

生産面では、輸送機械（造船）などで引き続き高操業が続いているものの、電子部品等では内・外需

ともに減少しており厳しい状態にあります。また、公共投資や住宅投資では、依然として低水準での

推移が続いている他、観光地の入場者数、宿泊客数ともに減少するなど、長崎県の景気は悪化してい

ます。

［生産活動］…………………電子部品・デバイスなど幅広い業種で低下

１１月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は１１１．５と前月比１０．３％低下しま

した。主要業種では電子部品・デバイスをはじめ

食料品、一般機械、輸送機械で低下しました。

［大型小売店］…………………百貨店、大型スーパー共に前年実績割れ

１２月の県内大型小売店販売高は、前年同月に比

べ土日が１日少なく、前年比７．４％減の１３０億円と

なりました。

業態別にみると、百貨店での販売高は衣料品や

家具などが不振で同７．０％減となりました。また、

大型スーパーの販売高も衣料品などが厳しく、同

７．６％減少しています。

長崎県経済動向
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長崎県経済動向

［住宅建設］…………………貸家の減少大きく、前年を下回る

１２月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比７．４％

増の２１９戸、分譲で同９．４％増の３５戸となったもの

の、貸家で同１０．８％減の３０５戸となり、全体では

同３．３％減の５６０戸と前年を下回りました。

［公共工事］…………………請負金額は６カ月ぶりに前年を上回る

１２月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比８．９％減の４８３件、金額が同４．４％増

の１４１億円と、請負金額で前年を上回りました。

発注者別の請負金額をみると、「市町」で同

３２．５％減となったものの、「国」で同１２１．８％増、

「独立行政法人等」で同１９３．７％増、「県」で同

１０．０％増となり、全発注者合計では６カ月ぶりに

前年を上回りました。

［企業倒産］…………………大型倒産の発生で負債総額は大幅増加

１月の長崎県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比１６．７％減の１０件、負債総額

が同３１６．７％増の８６億３，８００万円と、負債総額で前

年を上回りました。

負債総額５０億超の大型倒産の発生により、負債

総額は前年を大幅に上回っています。

長崎県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

長崎県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

長崎県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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